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3.11 津波のような大津波による沿岸域における土砂災害すなわち土砂移動現象の全容解明や、その予測には数値モデル

による土砂移動計算が有用である。本報告では、主に数値モデルの入力データや妥当性確認のための材料として重要な

フィールド調査方法と、仙台湾南部沿岸域を対象とした調査事例について述べる。計算結果とフィールドデータとの比較か

ら、本域の津波堆積物の主要構成粒子である中粒砂の土砂移動については、移動範囲・タイミング・地形変化量の再現性が

良いことが分かってきた。数値モデルの予測性能を明示し、汎用技術として確立するには、フィールド調査や数値解析にお

ける様々な不確実性の検討、V&V(検証と妥当性確認)の積み重ねが重要となる。 
 
 
Numerical simulation of sediment transport is important for clarification of whole picture of nearshore sediment 

transport by 2011 Tohoku-oki Tsunami, and prediction of similar nearshore disasters by future tsunamis. The 
present paper mainly describes useful survey method and current findings based on the investigations on the 
shallow seafloor at southern part of the Sendai Bay. Those are essential to obtain input data and validate the 
numerical model. The simulation by medium-grained sand is generally consistent with the transport (i.e. range and 
timing of the transport, and volume of the topographic change) inferred from the field data. To expressly provide 
predicted performance of the numerical model, and to establish general-purpose technology, examination of various 
uncertainties depending on the field survey and the numerical simulation, and accumulation of V&V work are 
necessary. 
 
 
1.はじめに 

 

2011 年東北地方太平洋沖地震津波(以下、3.11 津

波)では、大津波が及ぼす沿岸域における多大な人的

被害・構造物被害や、土砂移動・地形変動の規模の

大きさが認識された。今後の南海トラフや東北～房

総沖等の地震発生を踏まえると、大津波による沿岸

域土砂災害の予測技術を確立することは、沿岸・港

湾の構造物や発電施設の防災・減災、および長期的

な海岸保全において重要なテーマである。例えば、

堆砂による航路埋没・発電施設の取水設備の機能障

害や、海岸平野・砂丘の大規模な地形変化の予測が

挙げられる。 
土砂災害すなわち土砂移動現象の全容解明や、そ

の予測には、数値モデルによる土砂移動計算が有用

である。また、数値モデルの予測の信頼性向上には、

フィールドデータに基づく現象解釈(解明)を行い、

それとの擦り合せによる妥当性確認の積み重ねが重

要となる。日本は活動的縁辺域にあり、津波の影響

を繰返し受けてきたため観測網が整備され、十分と

は言えないが、他国に比べて現象解明の研究や数値

モデルの妥当性確認を推進させやすい環境にある。 
土砂移動現象の理解に関して、3.11 津波前から

の研究も含めて、遡上津波による陸域での土砂移

動・津波堆積物の形成については報告が多いが 1),2)

ほか、陸と海洋の接続部である沿岸海域での土砂移動

の理解は不十分である。それは、陸域に比べて、津

波前の地形や堆積物の情報が明らかな場所が少なく

津波による変化を捉えづらいことや、海洋調査によ

る土砂堆積作用の空間的な把握の難しさによる。し

かし、実際の航空映像などにより引き波に伴う沖向

き土砂移動が発生していることは明らかであり 3)、

また、その引き波の影響と考えられている海岸構造

物の被害もみられる 4)。 
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図－1 沖積平野・リアス式海岸の沿岸域における津波による土砂移動の模式図 

津波による沿岸域(特に浅海域)の土砂移動計算は

1990 年代頃から高橋ほか 5)をはじめとして研究さ

れるようになった。例えば、掃流砂層と浮遊砂層の

交換砂量を考慮した津波移動床モデルが提案され 5)、

それを基に流況による変化を考慮した飽和浮遊砂濃

度式 6)を導入した数値モデルの妥当性確認が、実際

の地形変化と空撮映像により実施されている 7)。

しかし、地形変化や空撮映像のみでは、土砂粒径

と移動範囲の関係は得られないので、数値計算の妥

当性確認のための材料としては十分ではない。実際

は、多様な後背地のもと土砂移動が生じ(図－1)、現

地の底質粒径も様々であり、流況や地形条件により

移動現象も異なるため、妥当性確認のための土砂移

動実態(フィールド調査結果)は空間的に理解されて

いることが望ましい。

著者は他機関と協業して、仙台湾南部を対象に、

津波による沿岸海域の土砂移動実態の把握のため、

従来の地形変化や空撮映像だけでなく、音波探査と

柱状試料の解析・分析結果を合わせ、粒径を考慮し

た移動プロセスの研究を行い、数値計算結果と比較

してきた 8)-10)。本報告では、今までのフィールド調

査と数値計算の取り組みについて述べ、それを踏

まえて数値モデルによる土砂移動の予測技術確立

に向けた課題について論ずる。

2.フィールド調査

2.1 調査域概要 

調査域は、3.11津波の事前事後の地形調査結果が

整っていて(東北地勢)、かつ、津波により大規模に

沿岸侵食された仙台平野南部沿岸とした(図－2、写

真－1)。同域周辺での最大遡上高は9.6 m11)、浸水域

が海岸線から約4 kmまで及び大規模な土砂移動が

生じ、広範囲に津波堆積物が形成された2)。地震時

における地殻変動(地盤沈下)は約20～40 cmである
12)。また、東北地方整備局による深浅測量結果の解

析から3)、調査域の水深5～10 m付近において津波に

よる顕著な土砂の堆積が起き、それにより海底地盤

高は最大1.1 m上昇した。 

図－2 調査域(陸上画像はGoogle Earth、 
等深線図は JTOPO30 による) 
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写真－1 調査域の斜め航空写真(写真奥が北側) 

東北地方整備局による写真に加筆。 
津波により激しい沿岸侵食が認められる。 
L2.5 は音波探査の測線位置を示す(図－3、

4 参照)。 

 
また、仙台湾は太平洋に面しているため、低気圧

や台風の暴浪時には有義波高 2 m 以上(周期 8～12
秒程度)の波浪がしばしば観測される 13), 14)。深浅測

量結果から、沿岸漂砂による顕著な地形変化は主に

水深 8 m 以浅で生じるため 13), 15) 、津波後のリワー

ク(堆積物の再移動・再堆積)により津波堆積物が残

りづらい範囲がある 16)。 
調査域の主な底質は、海岸線近傍において中粒砂

～極粗粒砂、水深 2～8 m で細粒～粗粒砂、水深 8
～ 15 m で細粒～極細粒砂から構成される

13),17),18)(粒径区分は図－7aを参照)。 
 
2.2 調査方法 

2.2.1 音波探査 

 津波による土砂移動にともなう浅海底での侵

食・堆積作用を広範囲で探査するには、海底下に形

成される侵食面の形状・分布や、堆積層の分布を調

査できる音波探査が有効である。本研究では、砂質

～砂礫質の浅海底地層探査において実績のある

SES2000音波探査装置(Innomar社製)を用いた。同

システムは、Primaryの音源に100 kHzの音波、

Secondaryの音源に5～15 kHzの音波を使用してい

る。また、Secondary音波の指向性が±1.8度と狭く、

水深分解能が5 cmであり高分解能な地層探査が可

能である19)。 
2013年11月と12月の調査では水深約30 m以浅に

おいて、岸沖方向の測線を海岸線に平行に1.4～2.7 
km間隔で8本、沿岸方向の測線を約4.5 km間隔で2
本設け、広域的に調査し(図－2)、海底下表層部の侵

食面の分布を大まかに捉えた8)。その結果を踏まえ、

2014年9月は侵食面が顕著にみられた範囲で高密度

な測線を設け(図－3、岸沖測線は沿岸方向に600～
1600 m間隔、沿岸測線は岸沖方向に150～200 m間

隔)、侵食面の分布をより詳細に捉えること、ならび

に津波以外の要因による侵食面の形状変化の把握を

目的とした。 

   

図－3 音波探査結果及び、その他調査との比較位置 

a：音波探査航跡図(ピンク:2013年の測線一部、緑:2014年)
と、2013年の調査結果による反射面の分布8),9) 

b：音波探査記録と地形断面の変化を比較した場所 
c：2014年の調査結果による反射面の分布と、柱状

試料の位置 
 
2.2.2 海底地形調査 

音波探査による侵食面を3.11津波起源か否か判断

するには、津波前後の地形変動と、津波以外の影響

すなわち台風や低気圧による暴波浪に起因した地形

変動を比較し、音波探査記録と照らし合わせる必要

がある。本研究では、東北地方整備局により取得さ

れた2010年9月、2011年4月、2012年2月と7月、2013
年1月、2014年1月の深浅測量結果を解析した。地形

断面図作成の際には、土砂移動による変化を把握す

るため、地震と地震後の地盤(地殻)変動量12)を測量

結果から差し引いた。 
 
2.2.3 柱状試料 

音波探査記録による侵食面の存在を確認するこ

と、すなわち、津波前の元々の堆積物と、津波によ

り運搬された堆積物を識別し、その特徴の把握を目
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的として、2013年12月、2014年1月と10月に、音波

探査測線上でバイブレーションコアサンプラーを用

い潜水士により計19地点で柱状試料を採取した。 
柱状試料の分析は、まず肉眼記載(Visual Core 

description)を実施するが、必要に応じて、軟X線画

像撮影による葉理や生物擾乱の詳細な観察や、定量

的な粒径分布把握のための粒度分析を実施する。本

研究では、流速の変化や土砂移動のタイミングなど

プロセスの詳細な解釈と、数値計算結果との比較検

討のため、4地点の柱状試料に対して粒度分析を綿

密に実施した。本報告では一例として、2013年12
月に音波探査測線L2.5上の水深13.7m地点(図－3、

4)で採取した試料の分析について述べる。 
全長66cmの試料をすべて1cmごとに分け(層切り

し)、深度0～17cmまでを2cmごとに、深度17～66cm
を1cmごとに合計58試料を分析対象とした。各試料

は64µmの篩にかけ含泥率を算出し、残りの試料に

対 し て 、 筑 波 大 学 所 有 の CAMSIZER(Retsch 
Technology 社製 ) を用い粒度分析を行った。

CAMSIZERは、20µm～30mmまでの粒径幅の乾燥

試料を画像解析法で測定することができる。 
 

2.3 調査結果 

2.3.1 音波探査 

音波探査記録から、侵食面と判断できる2枚の明

瞭な反射面が認められる(図－4)。これらを下位から

順にR1、R2と呼ぶ8)。2013年11月、12月の調査に

よると、R1は比較的フラットな反射面であり、岸か

ら260～1100 mの範囲(水深7.8～16.7 m)に分布し、

海底面からの深度は0.3～1.2 mである。R2は起伏に

富んだ反射面であり、岸から190～530 mの範囲(水
深6.6～13.3 m)に分布し、海底面からの深度は0.35
～2.1 mである。R1、R2ともに岸側に向け海底面か

ら反射面までの深度が深くなる。岸から約400 m沖

合で、R2はR1に対し侵食面として接する。またL2.5
断面では、R2の凹部より深い位置にチャネル状の侵

食痕(深度1.5 m程度)と思われる局所的な反射面が

みられる(図－4、ピンク色の線)。 
2014年の調査によると、沿岸方向に約8 kmの調

査範囲において、R1、R2は水深約8～15 m、約10 m
以浅にそれぞれ認められる。R2については部分的な

欠如はあるが、R1は概ね面的に一様に分布している

(図－3c)8)。 
調査域の海底では、2013年12月以降2014年9月ま

での間、低気圧や台風による複数回の暴浪イベント

の影響を受けたが、この約9か月間におけるR1の分

布や形状に変化はみられない(図－4)。ただし、海底

面から10～40 cmの範囲の小さな変化は水深13 m
以浅に認められる。R2は水深9 m以浅においては部

分的に反射面の形状が変化したが、全体的な分布に

変化はない。また、2014年の音波探査記録には、水

深約7～8 mにおいて、2013年調査時に存在しなかっ

た2枚の侵食面がR2より上位に認められる(図－4、

緑色の線)。L2.5断面のチャネル状の侵食痕は2014
年にかけて残存している。 
 

2.3.2 海底地形断面の変化 

 2010年 9月から 2011年 4 月にかけて大規模な地

形変化が生じた(図－5)8)。水深約 7.5 m 以深におい

て顕著な堆積がみられ、水深 9.5 m 付近で海底地盤

高の上昇量(土砂の堆積量)は約 90 cm に達し、そこ

から沖側に薄くなっている。この楔状の堆積がみら

れる範囲は R1 と R2 の分布域とほぼ一致している。

一方、水深 9 m 以浅を除き、津波後の 2011 年 4 月

から 2014 年 1 月にかけては変化が小さく、水深 9
～11 m では 40 cm 以内、11 m 以深では 30 cm 以

下の変化量である。 
本域で生じた典型的な地形断面変化の模式図を

図－6 に示す。海岸線周辺で侵食され、その沖側で

堆積して、浅海底津波堆積物が形成された。このよ

うな場所(図－6、①②)で柱状試料を採取すると、運

搬・堆積プロセスを紐解くことが可能となる。 
 
2.3.3 柱状試料の岩相、粒径分布 

音波探査記録と比較が可能な試料の内、代表的な

試料(図－3c、黄色い丸印VC-5)の特徴について述べ

る(図－7)8),10)。VC-5(測線L2.5の水深13.7 m地点)の
最下部(深度60～66cm)は細粒～極細粒砂からなり、

同地点周辺における津波前の元々の堆積物である13), 

17)。その上面は明瞭な岩相境界(侵食面、図－7の青

矢印)であり、深度分布から反射面R1に相当する境

界面である8)。最上部の約20 cmは、津波後の同域に

おける海底地盤高の変動量8),9)と、波浪作用によるリ

ワークの結果と判断される斜交葉理が観察されるこ

とから、津波後の堆積物といえる10)。 
VC-5は篩分けの結果、最下部の堆積物を除き含泥

率は概ね5%以下である(図－7)10)。泥を除いた堆積物

の中央粒径値から、R1の上位の津波堆積物には、上

方粗粒化(深度50～60 cm)、細粒化(深度20～40 cm)、
その間に短周期の細粒・粗粒化(深度40～50 cm)が
みられる。また、最上部のリワーク堆積物は上方細

粒化する。 
その他、海岸線に近い地点、例えば図－3cに黄色

い 丸 印 で 示 し た H26_VC-12( 水 深 約 7m) 、
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H26_VC-15(水深約7m)、H26_VC-16(水深8 m)の試

料は全体的により粗粒であり、主に中粒～極粗粒砂、

細礫からなり、貝殻片も多く含まれる。また、反射

面R2の分布深度には主に粗粒砂～細礫からなる厚

さ20～35 cmの粗粒層が認められる9)。

 

 
図－4 2013 年 12 月と 2014 年 9 月の音波探査結果 

測線 L2.5(上：記録、下：解釈、横軸：測線開始地点(汀線から約 200 m)からの距離) 
Yoshikawa et al. (2015) 8)の結果を編集。測線の位置は図－3を参照。 

 

        
図－5 L2.5 付近の測線 Co. 102 における地形断面変化 

データは東北地方整備局による深浅測量に基づく。 
Yoshikawa et al. (2015) 8)の結果を編集。位置は図－3 を参照。 

 

        
図－6 3.11 津波の引き波により、本域で生じた典型的な地形断面変化の模式図

① 

② 
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図－7 柱状試料の分析結果 

a：VCD と軟 X 線画像撮影による VC-5 の柱状図 
図中の葉理・貝殻片等(凡例項目)の記載は、 
それぞれの出現位置 

b：試料の写真と粒度分析結果 

 

2.4 フィールド調査結果から紐解く土砂移動 

 以上のフィールドデータの検討から、本域におけ

る 3.11 津波による土砂移動現象を以下の通り解釈

した 8),9)。 
反射面R1は津波による侵食面と判断される。理由

として、1)音波探査記録と地形断面変化の比較から、

海底面からR1までの深度と津波前後の地形変化量

が概ね一致すること、2)津波後にこれ以上の規模の

地形変動がみられないこと、すなわち、台風の暴波

浪では津波時に起きた変動量以上の地形変化は生じ

ないと考えられること、3)津波による海岸侵食の規

模は暴波浪では起きえないこと(図－2)があげられ

る。また、R1が比較的連続して見られることから(図
－3c)、侵食作用は面的に一様に働いたといえる。 
 上記の見解から、反射面 R1 より上位には津波堆

積物が堆積している可能性が高い(図－7)。また、そ

れらは引き波により海浜堆積物が運搬されたものと

判断される。この解釈は、1)空撮映像から津波引き

波時に顕著な沖向き土砂移動が発生していること 3)、

2)数値計算により、遡上にともなう海底堆積物の移

動量は少ないとされること 21)、3)陸上津波堆積物中

に海底起源の珪藻がほとんど含まれないこと 22)か

らも支持される。 
 反射面 R2 は、R1 より上位に位置するため近年形

成されたものであり、その深度は台風による暴波浪

でリワークを受ける範囲より下位に位置することか

ら、3.11 津波による侵食面と考えられる。また、R2
は、R1 より起伏が大きく、その地層境界は下位層

の層理面をより明瞭に侵食しているため(図－4)、R1
より強い侵食作用を受けた結果形成されたといえる。

R2 の形状が波状にうねっていること、その深度分

布が粗粒層に対応することを踏まえると、引き波に

よる海浜堆積物の沖向き移動に伴い水成デューン

(一方向水流による堆積物の移動に伴って形成され

る堆積表面の形態)のような形態が形成された可能

性がある。 
以上から調査域において 3.11 津波により浅海底

で生じた土砂移動プロセスを推測する 8),9)。調査域

浅海底での土砂移動は主に引き波時に生じ、海浜起

源の粗粒堆積物(中粒～粗粒砂)の移動に伴い水深 8 
m 以深の海底に侵食面 R1 が形成された。続いて、

主に水深 10 m 以浅を大規模に侵食する粗粒～細礫

を主体とした海浜堆積物の移動・堆積が生じ反射面

R2 が形成された。R1 や R2 の上位にある複数の侵

食面は、表層部の津波後のリワークを示唆するが、

両反射面ともに水深 9 m以深では波浪によるリワー

クの影響をほとんど受けず長期間保存されるものと

判断される。なお、VC-5 の粒径変化と数値計算結

果の関係は 4 章で述べる。 
 

3.数値計算 

 

3.1 計算方法 

 解析には、高橋ほか 5)により提案された掃流砂層

と浮遊砂層の交換砂量を考慮した津波移動床モデル

を基に、流況による飽和浮遊砂濃度の変化を考慮し

た有限差分法コード TUNAMI-STM6),7),23)を用いた

10)。粒径については、高橋ほか 24)が水理実験により

流砂量式係数の粒径依存性を確認している(流砂

a 

b 
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量：ある断面を単位時間当たりに通過する土砂の容

積)。そこで得られた粒径依存パラメータに対応する

0.267 mm と 0.394 mm を、調査域津波堆積物の主

要構成粒子の粒径(それぞれ中粒砂・粗粒砂)と仮定

し、移動床の範囲において一様として、1 ケースず

つ解析を実施した。 
 津波波源は Satake et al.25)のモデルによる。波源

を含む領域から土砂移動解析の対象領域まではネス

ティング接続を行い、1215 m から 5 m まで段階的

に空間格子サイズを変化させた。陸上は、実際の浸

水域がカバーされるように設定した。地形データは、

陸域は国土地理院による 2006～2011 年計測の

DEM データ、海域は日本水路協会による津波前の

等深線データに基づく。堤防は、3.11 津波により破

堤していない所は、盛土と法面や天端の被覆の違い

は考慮せず、ともに固定床とした。また、破堤した

所は、砂質土で構成された被覆無しの構造物として、

すべて移動床とした。 
 

3.2 計算結果 

3.2.1 水位変化 

柱状試料採取地点 VC-5(図－3c)における 3.11 津

波に伴う水位の時間変化量の計算結果を示す(図－

8)10)。地震発生から約 1 時間後に第一波目の寄せ波

が到達し、最大約 9 m の水位上昇が起きた。地震発

生から 67～86 分後にかけて水位は下降し、約 90 分

後に第二波目の寄せ波が同地点に到達した。第二波、

三波では、基準水位(0 m)を大きくは超えない。第二

波目の引き波により水位変化量は-8.6 mに達したが、

この引き波および第三波目は、後述するように土砂

移動には大きく影響しなかった。 
 

 
 

図－8 VC-5 地点における津波による基準水位 
(図の 0m)に対する時間変化量の計算結果 10) 

 

3.2.2 地形変化 

 数値計算による3.11津波に伴う地形変化を示す

(図－9)10)。中粒砂のケースでは、海岸線周辺と沖合

い300 m程度まで侵食域が広がり、沖合い約300～
1300 mまでが主な堆積域であり、両エリアは明瞭に

区分されている。反射面R1の分布域には広範に土砂

が堆積した。後述する柱状試料の採取地点は、この

堆積範囲の縁辺部にあたる。 
一方、粗粒砂のケースでは、侵食・堆積範囲は局

所的であり、反射面R2の分布域を覆いきれていない。

海岸線付近で侵食、沖合200～500 mの範囲に主な

堆積がみられる。両ケースともに、津波前の地盤高

からの変化は、侵食深が最大約6 m、堆積量は最大

約1 m程度である。計算において、砂質土で構成さ

れると仮定した破堤箇所が、侵食深が最も大きい箇

所となる。 
 
中粒砂(0.267mm)のケース 粗粒砂(0.394mm)のケース 

  
図－9 数値計算による津波に伴う地形変化 10) 
図－9 赤色が堆積、青色が侵食を示す。表示範囲は

図－3を参照。カラースケールを±1 m とし

たため、それより大きい局所的な変化(海岸

の破堤箇所とその周辺)は図示されていない。 
 

3.2.3 土砂移動プロセス 

 ここでは、本域全体の土砂移動プロセスの主要な

移動形態である浮遊砂移動について記す10)。数値計

算による中粒砂の浮遊砂移動は、第一波の寄せ波か

ら始まり、遡上により海岸付近の土砂は陸上へ移動

する。一方で、遡上時には海底では顕著な浮遊砂移

111



清水建設研究報告

第 97 号 2019 年 12 月  

動は認められない。第一波が引き波に転じると海岸

周辺の土砂が沖向きに移動し始める。その引き波に

よる土砂移動がVC-5周辺に到達した所で第二波目

の寄せ波が同地点に達し(図－8、地震発生から約90
分後)、両者が衝突して沖向き移動が抑えられている

(図－10)。それ以降、水位の変動にかかわらず、第

一波目ほどの大規模な浮遊砂移動は生じない。

粗粒砂のケースにおいても、浮遊砂移動のタイミ

ング、および第一波目とそれ以降での移動量の差は、

中粒砂のケースと同様である。移動範囲は中粒砂の

ケースに比べてかなり局所的であり、移動距離は領

域 A と B(図－3c)で大きな差が出た。領域 B では、

第一波目の引き波で沖向きに最大約 1000 m まで浮

遊したが、領域 A の沖への移動距離は 500 m 程度

にとどまる。

図－10 地震発生から 1 時間 30 分 30 秒後の 
中粒砂の浮遊砂移動のスナップショット

(領域 A、位置は図－3cを参照)10) 
第一波目の引き波に伴う沖向き移動が

第二波(寄せ波)により抑えられ始めた時点。 
カラースケールの最大値以上の厚さは図示しない。 

4.フィールドデータと数値計算結果の比較

ここでは、フィールドデータによる現象解釈を、

数値計算による土砂移動の再現結果と合わせ比較検

討する 10)。

数値計算から、調査域浅海底の津波による土砂移

動は引き波時に顕著であり、海岸付近で侵食され海

岸線から沖側に約 1.3 km までの範囲にその土砂は

堆積する。これは、フィールドデータによる津波起

源の侵食面(反射面 R1)が海岸線から約 1.1 km まで

の範囲に認められることや、沖向き土砂移動の解釈

8),9)と整合的である。反射面R1に続くR2の形成は、

沖向き土砂移動のタイミングが少なくとも 2 回あっ

たことを示すが、水位変化・浮遊砂移動量を見る限

り、第一波目の引き波時に両反射面は連続的に形成

されたと言える。

実際には、混合粒径の土砂移動を考慮する必要が

あるが、現状では単一粒径での計算にとどまってい

るため、土砂移動の範囲について粒径別に検討する。

中粒砂・粗粒砂を主体とした沖向き土砂移動の結果

形成された反射面 R1 と R2 の分布を、3.11 津波に

よるそれぞれの粒子の沖への移動限界と考えると、

中粒砂のケースにおける R1 の範囲は、数値計算に

よる浮遊砂の顕著な移動範囲(図－10)、および地形

変化による土砂堆積範囲(図－9)と概ね対応してい

る。一方、粗粒砂のケースにおいては、沖への移動

距離は R2 の分布域におさまるが、沿岸方向への広

がりが局所的である。すなわち、移動・堆積範囲が

破堤箇所(図－9 の侵食域とその周辺)の沖合いに限

定され、この再現結果からは R2 の成因を説明する

ことは難しい。また、柱状試料 VC-5 に含まれる粗

粒砂の堆積も説明できない。

次に、図－7 の鉛直方向の粒径分布から紐解く土

砂堆積プロセスと数値計算結果の整合性を考察する。

柱状試料の中央粒径値が示す侵食面(R1)より上位の

上方粗粒化、短周期の変化、上方細粒化は、その地

点における海底での流速・巻き上げ量の増大、その

後の停滞、そして減速による浮遊砂の堆積を示すと

判断される。中粒砂の数値計算において、第一波目

の引き波時に大規模な沖向き浮遊砂移動が生じた。

引き波の流速は次第に増大するため、柱状試料の上

方粗粒化する堆積作用が生じたと考えられる。その

引き波と第二波目の寄せ波が衝突したタイミング

(図－10)が上記の流速の停滞に対応し、比較的規模

の小さい流速変化を繰り返すことで、堆積粒子径が

鉛直方向に変動したと考えられる。その後、水位が

上昇するとともに流速が弱まり、上方細粒化する堆

積作用が生じた。こういった遡上・引き波時の流況

に応じた堆積粒子径の鉛直変化は、陸上津波堆積物

からも報告されており 26)、数値計算による再現結果

の妥当性確認の材料としても有用である。
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5.まとめと今後の課題

著者らは、仙台湾南部を対象に、津波による沿岸海

域の土砂移動実態の把握として、地形変化や空撮映像

だけでなく、音波探査と柱状試料の解析・分析結果を

合わせ、粒径を考慮した移動プロセスの研究を行い、

数値計算結果と比較してきた 8)-10)。音波探査により、

海底下の侵食面の分布と形状を空間的(線的・面的)に
把握することができる。それを津波の事前事後の深浅

測量結果および津波後の地形の経年変化と比較し、侵

食面の成因を、津波もしくは暴波浪によるリワークと

判定する。津波による侵食面の上位に堆積層が形成さ

れている場合、そこで柱状試料を採取する。柱状試料

の堆積粒子の鉛直粒径変化および、侵食面(顕著な岩

相境界)や葉理の有無から、土砂移動・堆積作用、流

速の増減および、それらのタイミングに関する情報を

推定できる。すなわち、地形変化量も合わせて津波堆

積物を認定し、堆積学的研究により、津波の流体移動

プロセスを紐解き、数値計算結果と詳細に比較検討す

ることが可能である。

従来、数値モデルの妥当性は、主にフィールド

データによる地形変化と空撮映像を用い比較検討さ

れてきたが 7),27)、この場合、どの粒径の土砂がどの

範囲をどのように移動したかはみていない。一方、

著者らは土砂移動について粒径の違いを踏まえた現

象解釈を数値計算により裏付けし、侵食・堆積プロ

セスを検討する新たな可能性を示した。

ただし、粗粒土砂の移動範囲など再現性が悪い部分

もある。実際には、粗粒土砂は掃流運搬の影響も大き

いと考えられるので、今後は、移動量を左右する流砂

量式に関するパラメータ等の検討が必要と思われる。

単一粒径と混合粒径の違いの検討も課題であろう。加

えて、破堤箇所に土砂移動が集中し過ぎる傾向がある

ので、移動床・固定床の条件についても検討の余地が

ある。

数値モデルを用いた津波とそれに伴う土砂移動の

予測技術を確立し、実用化するためには、数値モデル

の予測性能を把握しておくことが極めて重要である。

そのためには、該当する地域に類似する環境(地形・

底質・後背地など)を対象とした V&V の積み重ねが必

要となる。しかしながら、本報告を含めた既往の報告

では、V&V を系統的に実施してきたとは言い難い。

すなわち、V&V を実施する上で不可欠な予測結果に

含まれる不確かさの定量化や予測結果の利用目的、そ

れに基づく妥当性確認の合否要件などは明確にされ

ていなかった。

本報告で対象とした仙台湾南部は、3.11 津波の事

前事後の有用なデータが充実している地域の一つで

ある。今後は、フィールドデータや、数値モデルに用

いる入力データに含まれる不確かさの特徴づけを行

い予測結果の不確かさの定量化を行う考え方の構築

や、妥当性確認の要件の明確化が重要と考えている。 
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